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『ＦＦＧ調査月報８月号』発行について『ＦＦＧ調査月報８月号』発行について

平成23年７月25日

　経済調査誌『ＦＦＧ調査月報8月号』を発行しましたのでお知らせいたします。

今月のメインレポートは、寄稿「日本農業は誰のためにあるのか」および産業調査

「新たなビジネス創出の可能性を秘める農商工連携」です。

　なお、ＦＦＧ調査月報は福岡銀行、熊本ファミリー銀行、親和銀行の営業店の窓口

に配置しております。

【メインレポート】

　　　　　日本農業は誰のためにあるのか　～日本農業のほんとうを知って下さい～

　　　　　　　特定非営利活動法人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　日本プロ農業総合支援機構（J-PAO）　　副理事長　　髙木 勇樹 氏

　昨今、日本農業は、グローバル化や自由化が進展する中、農地面積の縮小や農業総生産額

の減少等の傾向が続いています。こうした現状を踏まえ、農地・人・技術を総合的に活用す

る経営の視点の導入や持続的農業経営体を支援する法制度の構築等、強い農業づくりに向け

た施策について進むべき方向性を探ります。

寄稿

　　　　　　　新たなビジネス創出の可能性を秘める農商工連携　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　～“農”と“商工”の相乗効果発揮によって生まれる新たな可能性～

　農商工連携とは、農林漁業と商工業を営む事業者同士が連携し、それぞれが有する経営資

源を活用することで発揮される相乗効果により、新たな市場開拓を目指す取り組みのことを

言います。今回は、農商工連携の現状や先駆的に取り組まれている事例を紹介した上で、事

例等から学ぶ農商工連携を成功に導くためのポイントについてレポート致します。

産業調査

ＦＦＧ３行の頭取が、各行のお取引先を訪問する「トップに聞く」のコーナーです。
今月はお取引先の４法人を訪問し、代表者の皆様からお話をいただきました。

　社会福祉法人恩賜財団済生会支部　福岡県済生会　済生会飯塚嘉穂病院

　岡留　健一郎　氏　（福岡医療福祉センター　センター長）

　西村　純二　　氏　（済生会飯塚嘉穂病院　院長）

　当院は、筑豊地区の基幹病院として、質の高い医療サービスを提供されている病院です。
社会福祉法人恩賜財団済生会支部 福岡県済生会の５病院の一つとして、地域医療への貢献と

いう使命の下、筑豊地区の医療・福祉を支えてこられました。本年６月には新病院を新築開
院し、最新の医療機器の導入等、更なる医療体制の充実に取り組まれています。

トップに聞く



《 本件に関するご照会先 》

株式会社 ＦＦＧビジネスコンサルティング　

企画調査部　大野・田中

TEL　０９2 － ７２３ － ２５７６

海外リポート

上海市の教育事情

　中国で1979年に導入された「一人っ子政策」は、足元の人口増加率の抑制に寄与していま
す。しかし一方で、少子高齢化等の社会問題も生じており、また「小皇帝」と呼ばれる子供
の問題が中国各地で報告されています。今回はその「小皇帝」を取り巻く環境にスポットを
あて、その中でも特に教育熱が高いと言われる上海市の教育事情についてレポート致します。

　佐藤　健　氏　（ジェイカムアグリ株式会社　代表取締役社長）

　当社は、各種コーティング肥料等を取り扱う国内シェアトップクラスの化学肥料メーカー
です。農業生産を取り巻く環境が変化する中、作物の効率的な育成だけでなく自然環境との
調和にも配慮した高付加価値商品の提供に注力されています。今後も当社商品の更なる普及
を進め、肥料事業を通して日本と世界の農業分野に貢献していくことを目指しておられます。

　高橋　正幸　氏　（株式会社アステック入江　代表取締役社長）

　当社は、新日本製鐵株式会社の協力会社として、製鉄の上工程である製鋼部門を担当され
ている企業です。創業以来「信頼」を根本理念に日本の製鉄業の発展を支えてこられました。
また、現在は、当社が長年培ってこられた製鋼関連の技術を応用した環境リサイクル事業に
も取り組まれており、当事業は国内はもとより中国でも高い評価を得ておられます。

　龍造寺　健介　氏　（本多機工株式会社　代表取締役社長）

　当社は、産業用特殊ポンプの設計・製造・販売を行われている企業です。顧客ニーズに合
わせてオーダーメイドで商品を提供されており、当社の高度な技術力は、国内および海外か
らも高い評価を得られています。また、当社が開発されたマイクロナノバブル（超微細気泡）
発生装置は特許も取得され、その技術は環境分野でも活用される等注目を集めています。

ＦＦＧニュース

ＰＰＰの潮流を福岡から

　地域密着型の新しい公共事業手法を目指し、本年度、福岡市が取り組む事業として『福岡
ＰＰＰ（※）プラットフォーム』が設立されました。福岡市内に本社を置く建設業等の他、
地域金融機関として福岡銀行も同プラットフォームに参加しております。今回は６月２日に
開催された「福岡ＰＰＰプラットフォーム　第１回セミナー」の概要についてご紹介します。
※ＰＰＰ：パブリック・プライベート・パートナーシップ。官民協業。


